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事業全体事業全体事業全体事業全体のののの概要概要概要概要

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの目標目標目標目標

平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度のののの実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)

平成平成平成平成２７２７２７２７年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

進捗度 4 内部評価 4

＜予算額　628千円　（内一般財源　536千円）＞

・児童虐待の早期発見、早期対応のため、市要保護児童対策地域協議会において野洲市における児童虐待
の現状を分析、情報を共有し児童虐待防止に努めます。
また、要保護児童等の支援に関するシステム全体の検討と課題解決に向けた取り組みを行います。
・児童虐待対応が困難化していることから関係機関向けに研修会等を開催し、資質向上を図ります。

基本事業番号基本事業番号基本事業番号基本事業番号

基本事業名基本事業名基本事業名基本事業名

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの基本目標基本目標基本目標基本目標

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの施策名施策名施策名施策名 ①子育て・子育ち支援の充実

＜事業期間 ： 　-　～　-　＞

担当所属 健康福祉部 家庭児童相談室

平成27年度平成27年度平成27年度平成27年度　　　　総合計画総合計画総合計画総合計画ロードマップロードマップロードマップロードマップ　　　　評価評価評価評価シートシートシートシート

・滋賀県市町児童虐待防止対策緊急強化事業補助金を活用し、広報啓発・関係職員等の資質の向上を図り
ます。

・児童虐待の早期発見、早期対応のため、市要保護児童対策地域協議会において野洲市における児童虐待
の現状を分析、課題整理し関係機関が情報を共有し児童虐待防止に努めます。
・要保護児童等の支援に関して、要保護児童対策地域協議会において、支援に必要な社会資源の発掘（把
握）や有効活用を検討し、自立した生活につながるよう努めます。
・児童虐待対応が困難化していることから関係機関向けに研修会等を開催し、資質向上を図ります。

＜総事業費見込 　－　千円　（内一般財源 －　千円）＞

児童虐待の防止

１　豊かな人間性をはぐくむまち

＜決算見込額 469千円　（内一般財源 469千円）＞

・児童虐待相談件数393件
　 　（平成25年度338件）
・要保護児童対策地域協議会
　　個別ケース検討会議92回
      (49ケース）
・県スーパーバイザー派遣依頼11回
    （専門性の確保）
・市児童虐待防止研修会開催4回
     (延べ89名参加）
・県児童虐待相談等関係職員
　　研修会派遣延べ3名（1所属）
・児童虐待防止生涯学習出前講座3回
　　（延べ49名参加）
・児童虐待防止街頭啓発８回

・児童虐待防止を身近な問題として理解を深めてもらい、早期発見・早期対応のための広報啓発や研修会
を開催し、児童虐待防止対策に取り組みます。

＜決算見込額 613千円　（内一般財源 611千円）＞

資料３
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＜＜＜＜当初評価当初評価当初評価当初評価＞＞＞＞

事業目的事業目的事業目的事業目的についてについてについてについて

事業事業事業事業のののの目標目標目標目標、、、、取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて

そのそのそのその他他他他

・県や関係機関との連携や情報共有はどのように行っているか。
・児童虐待の認識が広がっており、報告件数が増加していると理解したが、原因に対する市の対応はどう
か。
・緊急対応を要するケースでの法制度の必要性はどうか。

・アプローチ方法が大変難しいが、根絶に向けた対応が必要。
・支援する側の負担軽減に対する取り組みも必要。
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30

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの概要概要概要概要

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの目標目標目標目標

平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度のののの実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)

平成平成平成平成２７２７２７２７年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

＜＜＜＜当初評価当初評価当初評価当初評価＞＞＞＞

事業目的事業目的事業目的事業目的についてについてについてについて

事業事業事業事業のののの目標目標目標目標、、、、取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて

そのそのそのその他他他他

・すまいる市が一定の売上をあげており、地元農産物の販売者として一定の役割を果たしていることは分
かった。しかし、新協議会を設立することはできず、今後の方向性を決めることはできなかった。
・学校給食向け野菜については、農業者団体等と連携して納入品目の拡大に努めた。
　H26市内産野菜使用割合　28.8％（前年度23.4％）

＜予算額　780千円　（内一般財源　600千円）＞

・生産者の方等の意見を踏まえ、農林水産物の販売促進を図る主体の育成を図る。今年度前半に生産者等
のヒアリングを実施し、半ばまでに新しい協議会の設立を目指す。
・学校給食向け等の野菜の生産者の掘り起こしを図り、地元野菜の生産拡大を図る。また、学校給食セン
ターでは米粉加工品の利用を検討されており、必要な協力を行っていく。

・事業を周知するためには、ホームページ等の受身的なものだけではなく、facebook等で積極的な配信が
必要。
・すまいる市は規模的にも小さい。道の駅の整備や駅なかでの販売などの検討も必要。
・市内レストラン等で農産物を使った取組みも必要。
・学校給食は規格等の規制があり、生産者として対応が難しい。規格外のものの活用方法はないか。

・学校給食へのウエイトが高く、それ以外の手法での広がりが必要。
・生産者と消費者の距離が近い範囲での販売する仕組が必要。

＜総事業費見込 　－　千円　（内一般財源 －　千円）＞

・学校給食センターにおける野菜地産率
⇒現在１６．６％→平成２８年度３２．０％（振興計画）

＜予算額 1,214千円　（内一般財源 600千円）＞

・学校給食野菜供給拡大事業及び水田野菜生産拡大事業により、地元産野菜の生産拡大を図る。平成26年
度については新たな団体（北集落営農組合、野洲市青年農業者クラブ等）から学校給食への供給を行って
いただけるよう働きかけていく。
　また米粉スイーツについても学校給食への供給を行っていただけるよう働きかけていく。（図司穀粉
入札指名願い済み）

＜決算見込額 815千円　（内一般財源 600千円）＞

進捗度 3 内部評価 3

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの基本目標基本目標基本目標基本目標 ３　地域を支える活力を生むまち

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの施策名施策名施策名施策名 ②農林漁業の振興

＜事業期間 ： 平成23年度　～　-　＞

・地元の農業者が作った顔の見える安心・安全な農産物を地域内で消費するシステムを構築することによ
り、地域内自給の向上を図ります。

平成27年度平成27年度平成27年度平成27年度　　　　総合計画総合計画総合計画総合計画ロードマップロードマップロードマップロードマップ　　　　評価評価評価評価シートシートシートシート

基本事業番号基本事業番号基本事業番号基本事業番号 担当所属 環境経済部 農林水産課

基本事業名基本事業名基本事業名基本事業名 地産地消の推進



64

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの概要概要概要概要

事業全体事業全体事業全体事業全体のののの目標目標目標目標

平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度のののの実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)実績評価(内部評価)

平成平成平成平成２７２７２７２７年度年度年度年度のののの事業概要事業概要事業概要事業概要とととと目標目標目標目標

＜＜＜＜当初評価当初評価当初評価当初評価＞＞＞＞

事業目的事業目的事業目的事業目的についてについてについてについて

事業事業事業事業のののの目標目標目標目標、、、、取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて

そのそのそのその他他他他

＜予算額　1,489千円　（内一般財源　1,489千円）＞

① 平成27年4月1日施行の野洲市債権管理条例等に基づき、具体的な運用に向けて、その推進体制を関係所
属と協議し、連携を図りながら整備していきます。
② 同時に対象滞納債権について処理方針を決定するため、関係所属の協力の下、滞納債権の精査を実施しま
す。
③ 前記の精査において対象となった滞納債権に対し、可能な範囲において債権対象者に対し、必要に応じて
実地調査等を行い、生活困窮者支援が必要と判断した場合は市民生活相談課と提携して対応します。
④ 債権管理に関し、担当部局職員は、専門的研修を受講させ、対応能力の向上に努めると共に全職員に対し
ても、生活支援等の研修会を開催します。

・制度が悪用される可能性も考えられる。債権放棄と生活再建との判断基準を設定することが大変難しいの
ではないか。
・庁内で情報を共有するには、個人情報の保護に留意が必要。
・納税の推進とあわせて就業支援も行うのか。

・生活再建へのワンストップでの取り組みは非常に進んでいるが、納税率の向上と生活再建支援のバランス
の確保に留意が必要である。
・生活再建支援のため、債権放棄を行う場合など、この事業への市民の理解が必要である。しっかりとした
説明が必要。

＜総事業費見込 　1,440千円　（内一般財源  1,440千円）＞

①市債権の回収率の向上
②生活困窮者の早期発見・支援
③債権管理に関する専門組織の維持

＜予算額 　－　千円　（内一般財源  － 千円）＞

＜決算見込額 　－　千円　（内一般財源 　－　千円）＞

進捗度 内部評価

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの基本目標基本目標基本目標基本目標 ６　市民と行政がともにつくるまち

総合計画総合計画総合計画総合計画のののの施策名施策名施策名施策名 ④効果的・効率的な行政運営

＜事業期間 ： 平成27年度　～　平成29年度　＞

市の債権(強制徴収公債権、非強制徴収公債権又は私債権)を効率的かつ効果的に管理するため、債権管理条
例等を制定して体系的に債権の管理体制及び手法の整備を図ります。
(１)管理手続きの制定
　　野洲市債権管理条例、委任専決議決及び債権管理マニュアルを整備し、系統的に管理する。
(２)生活困窮者に対する支援
　　生活再建の支援を併せた納付相談を市民生活相談課と連携して実施する。
(３)滞納債権の一元管理体制
　　滞納債権の管理を一元管理方式に変更し、組織的に管理する体制を構築します。

平成27年度平成27年度平成27年度平成27年度　　　　総合計画総合計画総合計画総合計画ロードマップロードマップロードマップロードマップ　　　　評価評価評価評価シートシートシートシート

基本事業番号基本事業番号基本事業番号基本事業番号 担当所属 総務部 納税推進課

基本事業名基本事業名基本事業名基本事業名 債権の管理体制及び手法の整備（平成27年度新規掲載事業）
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